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情報教育の国際比較

章**菊地

日本においては，昭和 45年 (1970年)から高等教育における情報教育が開始され，現在では初等・

中等・高等教育すべてにおいて情報教育が実施されている。これに対して 諸外国では早くから情報

教育が開始された国々と現在急速に充実しつつある国々等様々である。本研究では，情報技術の視点

から見た情報教育の国際比較を行う。

シリフグリ・キラムヘ

学・テクノロジーが全体の 12% (800/6667)の時間

数割合となっている。

フ 義務教育は 9年であり 義務教育としての総合制学校

イ において，前期課程では芸術・技術科の中の手工科目
/ が全体の 6% (304/4712)の時間数割合となってお
フ
/ り，後期課程では技術・織物科が全体の 4% (114/ 
ド 2660)の時間数割合となっている。

ア 義務教育は 9年であり 義務教育としての国民学校に
/ おいて自然と技術科」ならびに「裁縫/木工/家政
マ

科」が置かれており 各々第 1学年から第6学年と第

ク 4学年から第 7学年で履修されている。

義務教育は多くの州で 9年であり，義務教育の中の後

ド
半5年間はハウプトシューレ，実科学校，ギムナジウ

ム，総合制学校に分かれており，前期・後期中等教育

イ を含めた 9年間のギムナジウムでは，後期中等教育に

ツ
おいて言語・文化・芸術，社会科学，数学・自然科

学・技術の 3領域を履修するようになっている。また，

職業教育も幅広く行われている。

義務教育は 9年であり 義務教育後半の普通教育中等

オ 学校で，技術科と織物科が選択履修となっている。ま

た，職業教育へ進む前の課程としての前期中等学校に
ス 相当するハウプトシューレでは技術が第7学年(6%; 
卜
1) 2/33時間)と第8学年 (5.9%; 2/34時間)で履修
ア するようになっている。また 後期中等教育では職業

教育が充実している。

義務教育は 9年であるが，州により様々な教科・科目

ス 構成となっている。共通科目として設定されている科

イ
目に加えて，後期中等教育では技術を多く履修する第

1タイプの学校，第三外国語としての英語・簿記・タイ

ス プ・製図を多く履修する第二タイプの学校，ラテン語

とギリシャ語を多く履修する第三タイプの学校がある。

オ
義務教育は 12年であり，義務教育の中での前期中等教

フ 育では基礎教育課程が設定されており，その中でコン

ダン ビュータ・情報科学は 0.7% (20/3000時間)，技術

は6% (180/3000時間)の履修となっている。

日本語〕中国語，国際比較，情報専門用語，

II. 初等・中等教育教育内容の国際比較

諸外国の情報教育を比較するためには，まずその国の

教育システムを理解する必要がある。世界的に見て，概

ね就学前教育，初等教育，中等教育(前期中等教育，後

期中等教育)，高等教育の範轄として把握することができ

る。この中で，国によっては義務教育年齢が設定されて

おり， 5歳から 7歳の範囲の年齢から始まる初等教育か

ら義務教育が開始されている。その期間は， 6年制また

は9年制が多いが マレーシアのように無償教育ではあ

るが義務教育制度としては採用されていない国もある。

表 1に，技術教育ならびに情報教育の項目を含み，諸外

国の初等・中等教育を比較する。

北米ならびに欧州諸国においては充実した情報教育が

実施されており，近年ではアジア諸国においても情報教

育が積極的に実施されている。ただ その実施形態や内

容は様々なものがあり 一概に科目設置がなされている

ことや時間数の多いことが 充実した情報教育を実践し

ていることにはなっていないとの現実がある。

本報告では，諸外国と日本の技術教育を含めた情報教

育を比較し， 日本の情報教育の世界的な視野からの位置

付けを探る。また，中国等を事例に取り， 日本と中国の

情報教育の違いを考察する。

〔キーワード:情報教育，
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表 1

義務教育は 9年であり 義務教育の中での初等・前期

中等教育では，芸術教育，家政科学，体育・保健，音

楽，工芸，スウェーデン語，英語，数学，地理，歴史，

宗教，社会科学，生物，物理，科学，テクノ口ジー，

第2外国語，選択科目の構成の中で，生物・物理・化
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義務教育は 10年であり，義務教育の中での前期中等教 義務教育は6年の初等教育と 5年の中等教育の計 11年
J¥え 育では，中等技術学校，中等普通教育学校，中等学校，
)v 

職業訓練課程としての多岐に亘る構成となっている。
ギ

であり，その中で全国共通カリキュラムが定められて

いる。中核教科である数学，英語，理科，ならびに基

技術・職業教育は中等学校と中等技術学校で実施され 礎教科である歴史，地理，技術，音楽，芸術，体育，

ている。 中等学校のみの現代外国語の 10教科が置かれている。

イギリスの教育制度の特徴は全国テストによる到達度
義務教育は 10年であり，義務教育の中での 5年間の 評価にあり， これに合格するためのカリキュラムが構
初等教育の中では教科は 3グループにまとめられてお

り，第 lグループがフランス語，歴史，地理，公民，

第 2グループが算数，科学，テクノロジー，第 3グ

ギイ 成されている。また 各教科の時間配分を規定してお

1) らず.到達度評価に合致するように各学校でカリキュ

ス ラムが構成されている。また，北アイルランドでは別
ループが体育，芸術となっている。この中の第 2グルー 途教育システムを構成しており，初等教育では，英語，
プの履修は， 23"'-' 38% (12"'-' 20/52時間)の時間 数学，科学・技術，環境・社会，創作・表現，言語の

フ 配分となっている。義務教育の中の 4年間の前期中等 カテゴリになっている。中等教育では，英語，数学，
教育は，コレージュとリセで構成されており，コレー 科学・技術，環境・社会 創作・表現，現代言語のカ

フ
ジュにおけるテクノロジーの履修は第 lから第4学年

において各々週当たり 2，2， 1.5， 1.5時間となってい
テゴリになっており 技術ではデザインの内容が加わ

り，現在言語では初等教育でのアイル語に加えて英語，
る。さらに選択教科としての工業テクノ口ジーが第

/ 
3， 4学年で各々週当たり 3時間が配分されている。

ドイツ語，イタリア語，スペイン語が追加されている。

コレージュの上位学校のリセでは 1年間が義務教育に
ス 相当し，必修科目としての自動システム技術(週 3時

ア 義務教育は 9年であり 義務教育は 6年間の初等教育

イ と3年間の前期中等教育であるが 中等教育において

間)と選択科目としての物理の情報学・エレクトロニ

クスが週 3時間.生物・パラメデカルの科学・技術が

)v 
は普通中等学校，職業学校，総合制学校，地域学校が

フ
/ ある。これらの中で，普通中等学校においても職業学

週4時間，社会医療の技術が週4時間，物理の技術が ド 校と同様に技術関連科目が履修されている。

週4時間，自動システム技術が週 3時間確保されてい

る。それ以外に白由選択科目として情報・通信技術が 義務教育は 8年間となっており 初等学校の位置付け

週 3時間設定されている。 ポ となる。初等学校では，前半の第 1"'-'3学年で技術，

義務教育は 8年であり，義務教育の中の前期中等教育
美術，音楽の枠で選択週4時間の履修となっており，

フ
後半の第4"'-'8学年で技術(コンビュータ科学基礎)， / 

(下級中等学校)では 技術が自然科学の半分の時間 ド 美術，音楽の枠で選択週 3時間(第4学年)または週
イ 数である 10%(週 3/30時間)が 3学年各々で確保さ 4時間(第 5から 8学年)の履修となっている。
タ れている。また，後期中等教育では種々の職業学校が

1) 配置されており，文科高等学校，理科高等学校，技術 義務教育は9年間になっており， 8年間の基礎γf校では，

ア 高等学校，職業訓練学校，初等教育養成学校，保育学 チ 労働教育を含めた各教科が履修されるようになってい

校教育養成学校，芸術高等学校，芸術学校，音楽専門 工 る。また引き続く中等専門学校では前期中等教育にお

学校の構成となっている。 コ いても労働教育を含み，後期中等教育においては技術

等の強化を含めて専門職養成を行っている。
義務教育は 10年であり，義務中等学校では，前期(第

1 .2学年)で 9.8% (125/1280時間)，後期(第 3・ 義務教育は 10年であり 最初の 8年間の普通教育学
ス 4学年)で 5.6% (70/ 1240時間)が配分されている。 校では 13教科とホームルームがあり，また選択教科も

ぺ さらに，後期中等教育における 2年間の普通中等学校 ノ¥ 設定されている。この中で 技術は初等教育段階から

イ においては.芸術，自然科学・自然，人文・社会科学，

/ 
技術の 4コースに分かれて学習することになっている。

/ 履修するようになっている。また，中等職業学校では，
ガ

上級技術者視覚取得課程，技能労働者資格取得課程，

さらにこれとは別に後期中等教育の中に，中級職業教 一般中等レベル職業資格取得課程に分かれており，情

育学校もある。 報関係のテレコミュニケーションは二需甘の課程に合

まれている。
義務教育は 9年であり 義務教育の中での前期中等教

ポ
育に相当する準備学校では 第 5・6学年で視覚・技

ル 術教育が各々週 5時間提供されており，それに続く第
lレ

義務教育は 8年であり， 4年間の初等教育と 4年間の

ギムナジウムで構成されている。そのrflのギムナジウ

ト 7・8・9学年では，視覚教育が週3時間，技術が週 3
ガ 時間確保されている。後期中等教育では，普通教育コー)v 

ス.技術・職業教育コース 職業教育コースに分化し

マ ムでは，テクノ口ジー教育が第 5学年で 8%CimI2/25 

ア
時間)，第6学年で 6.9%(週 2/29時間)，第 7学年で

6.5% (週 2/31時間)の履修となっている。

ており，普通教育の中でも職業教育が行われている。

義務教育は 10年であり， 8年制初等学校 (4年の基礎

義務教育は 9年であり 義務教育の中での前期中等教 教育と 4年の中等準備教育)または下級・上級初等学

ギ
育に相当する下級中等学校では，コンビュータ科学・

1) 技術が履修されており，それに続く上級中等学校では，

フ

ルガ
校と前期中等教育で構成されている O 中等学校には背

通中等高校，専門学校，職業学校がある。技術教育は，
ン 普通教育リケイア，技術・職業リケイア，総合制リケ
ヤ

イア，その他各種リケイアがある。また，その横に位

1) 
基礎教育では 7.2%，中等準備教育では 8%の時間数割

ア
合となっている。また，中等教育での技術の時間配分

置する技術・職業学校もある。 は， 5.2%となっている O
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義務教育は 10年であり，初等学校と基礎学校で構成さ

れる。これに続く中等学校では 後期中等普通教育と

1) して技術プログラムが含まれており，また併行して技

術学校，商業学校，美術工芸学校等の職業学校も置か
ア

れている。特に注目するところは 教育行政機構の中

や技術者の養成を目的としている。なお，中等教育修

了後は，大学その他の高等教育機関への準備教育を行

うことを目的とした 2年制の「シックスフォーム」と，

1"-'2年制の大学予科の 2つの課程がある。

義務教育は 9年間で，最初の 6年間が初等教育，後半
ア に政府直轄の情報・科学・学術部門があり，国会の直轄 の3年間が前期中等教育となっている。また，それに

した教育審議会ならびに科学審議会と歩調を合わせな 続き 3年間の後期中等教育がある。これまでの初等教
がら情報・科学・学術の教育を推進していることである。

タ 育6年間の義務教育を改め， 2002年に現在の教育体系

義務教育は 9年であり 引き続く中等学校を含めてー の完全実施に至っている。教科は，タイ語，数学，科

貫して同じ教科構成で教育が行われている。その中で，
口 テクノ口ジーの履修は，第8・9学年は週3時間，第11学

学，社会・宗教・文化，保健・体育，芸術，職業・技

イ 術，外国語により構成されており，初等・中等教育を
ン

ア 年までの他の学年では週 2時間が割かれ， 5.3%から

8%の時間配分となっている。これに引き続き，職業

通して同じ教科構成となっている。この中で技術・工

業教育ならびにコンビュータ教育は，職業・技術の中

教育は中等専門学校と職業技術学校で行われている。 で実施されている。

義務教育は8年"-'12年であるが， 9年のところが多い。
オ 教育制度は州によって異なり 6歳から 15歳または 16

ア
カリキュラムは州ごとに設定されており，一概に傾向

メ を記載できない。ハイスクールは通常教科担任制であ
1) 

り，習熟度別の授業集団を編成している。特に後期中

メ衆Iカi込司
等教育においては，生徒の興味・関心に応じて各教科

に非常に多くの選択科目が設けられ，また州によって

は進学コースでコンビュータ科学を履修させていると

ころもある。

スト 歳までが義務教育となる。初等教育は最初の 6年また

フ は7年が該当し，その後の 12年までが中等教育の扱
1) 

いとなる。ア

義務教育は， 6歳から 15歳までの 10年間であるが，

大部分の子どもは 5歳から就学する。初等教育には，

一 小学校にあたる 5"-'6年の primaryschoolと2年間の
ユ intermediate schoolで構成される。なお，一部の小学校

義務教育年齢は州によって異なり， 6 -16歳(10年)， ン ではintermediateschoolも含めた7年間の一貫教育が行

7 -16歳 (9年)， 6 -15歳 (9年)がある。中等教 われている。中学校と高校の区別はなく，中等教育機

育は初級ハイスクール Quniorhigh school)や上級ハイ
フ

関は secondaryschoolと呼ばれている。初等教育を終え
/ 

カ スクール (seniorhigh school)等の名称で 2種類の中等
ナ夕、 学校に分けている州がほとんどとなっている。このほ

ド 12歳になると， Secondary schoolに進級し，中等教育

が始まる。中等教育は一般に 13歳からの 5年間となっ

か， 4"-' 5年制の一貫型の中等学校を持つ州もある。 ている。

また，カリキュラムも州によって異なり，工業，商業

やコンビュータ科学を必修としている州もある。
義務教育は 9年であり，国民学校としての 6年間の初

等教育と中学校としての 3年間の前期中等教育が該当

法令で規定された義務教育はないが，初等教育から前 する。またそれに引き続き高等学校がある。 1984年

期中等教育までは完全に普及している。小学校では最 韓 に教育法の一部が改正され， 2004年の完全実施として

初の 3年間は，特に言語および、算数の学習を中心に道 義務教育の年限はそれまでの 6年間から 9年間に延長

ン
徳，科学，図工，音楽 保健体育の教育が行われてい

る。 3年終了時にそれまでの試験の成績に基づいて二

されている。高等学校は大きく分けて普通高等学校と

職業高等専門学校に類型化されている。また，普通高
/ 言語正規コース，二言語延長コース，一言語コースに 国 等学校の中には芸術，体育 科学の専門高等学校があ

ガ 分けられる。二言語正規コースではさらに 3年間を加 り，職業高等学校には農業，工業，商業，水産・海洋，

えた 6年間の教育初等教育を受け 二言語延長コース
ポ または一言語コースではさらに 5年を加えた8年間の

実業などの高等学校と統合高等学校がある。なお，情

報教育は，中学校と高等学校で実施されている。

教育初等教育を受け，初等教育終了時に教育省が実施

ル
する小学校熟練試験を受けることになっている。その

後，成績によって4年または5年の三つの中等教育コー

義務教育は「国民教育」と呼ばれ 6年間の国民小学

4口ょ、 と3年間の国民中学で行われている。国民中学卒業後

スに振り分けられます。後期中等教育にあたるものと

しては大学前教育があり 2年間のジュニア・カレッ

は後期中等教育が続き 3年制の普通教育学校の高級
j寄

中学， 3年制の職業・専門教育学校である高級職業学

ジあるいは 3年間の大学予科センターに進学する。 校および 5年制の専科学校がある。

義務教育の制度はないが， 11年または 12年の初等・ 義務教育は 1986年の「義務教育法」によって6歳か

中等教育を受ける権利があり 初等・中等教育は無償 らの 9年間と定められている。最初の 5年または6年

教育になっている。また ほぽ全員が6年間の初等教 聞の小学校が初等教育で 引き続き 3・3制(一部 3・

マ 育を受けているのが現状である。初等教育機関は使用 2制)として初級中学と高級中学として中等教育が構

レ する教授言語によって，マレ一語の国民学校，中国語 中 成されている。初級中学では年間2週間，高級中学で

の中国語国民学校，インド系タミール語のタミール語 は年間4週間の労働技術教育の時間が設けられている

ン 国民学校の 3種類がある。前期中等学校の修業年限は 国 のが特徴となっている。また 普通教育課程の中学以

ア 3年で，教授用語は原則としてマレ一語となっている。 外に職業技術教育を主目的とする中等学校として中等

後期中等教育の修業年限は 2年で，普通教育学校，技

術教育学校，職業教育学校に分かれている。技術教育

学校はポリテクニクなど、技術系高等教育への進学準備

専門学校，技術労働者学校，農業中学ないし各種の職

業中学もある。なお，情報教育は中学校での「電子計

算機(コンビュータ)J で行われている。
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III. 日本における情報教育の変遷

日本における情報教育は次のような変遷を辿って成立

してきた。まず，昭和 45年に全国に高等教育としての

情報専門学部が設置された。このとき，大学工学部には

情報工学科が，理学部には情報科学科が設置された。そ

の後，情報そのものの意味が広く解釈され，現在では情

報システム学科等の学科単位に留まらず，環境情報学部

や情報学部等の学部構成 さらには図書館情報大学や各

種情報大学が設置されるに至っている。今やほとんどの

大学には情報関係の専門教育内容が設置されており，一

般学生に対する情報教育(一般情報教育)が全学部生対

象で行われており さらには教員養成学部においては情

報教育科目が必置となっている。

昭和48年には当時の職業学科現在の専門学科に位置

する高等学校における情報教育が開始された。工業科に

は情報技術科が，商業科には情報処理科が設置された。

平成元年の学習指導要領公布では 中学校技術・家庭

の中の情報基礎領域で情報教育が実施されるようになり，

また小学校や中学校の他の教科でも情報メディアを積極

的に活用することになった。小学校では平成4年より，

中学校では平成 5年より開始された。さらに，高等学校

には平成6年より総合学科が設置され，情報に関する基

礎的科目を始めとして情報教育が実施されてきた。これ

と併行して，専門学科すべてに情報関連科目が設置され

た。

また，平成 14年から実施された中学校学習指導要領で

は，技術・家庭の構成が従来の領域構成から理科や社会

のように分野構成となり，技術分野と家庭分野として再

編された。この際，技術分野は従来は木材加工，金属加

工電気，機械，栽培，情報基礎の領域として構成され

ていたが，この改訂により「技術とものづくりJ内容と「情

報とコンビュータ」内容に再編され 情報教育の重みが

一段と増した形となった。内容的には，従来の操作，ハー

ドウェア学習，プログラミング学習からマルチメディア

やインターネットが加わった内容に膨らみ，情報教育の

幅が格段に広-がっている。これと相まって，各学校の情

報環境も整備され インターネット環境の利用にそれほ

ど不便を感じることがなくなってきた。

さらに，平成 15年からは高等学校普通科ならびに専門

学科としての情報科で情報教育が開始された。普通科で

は，教科「情報」の中で科目として情報A，情報 B，情

報 Cのいづれかを 2単位以上選択必修になっている。平

成 15年は第 2学年で開始することを検討した学校も多

く，また科目としては情報 Aを選択した学校も多かった。

ただ，第 1学年から第2学年まで情報 A，情報 B情報 C

を各々実施する普通高校もあり，高等学校によって実施

形態に大きな違いがある。また，専門学科としての情報
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科はまだ設置学校数が少なく.それに付随して教科書製

作がそれほど行われておらず，実施している学校は他の

専門学科で利用している教科書を採択している事例も多

しし

N. 日本の学校教育における教科構成

日本は，国による統ーした教育内容として学校種や学

年に応じて非常に詳細かつ厳格に教育内容が規定されて

いる固と言える。

表 2 小学校における教科構成

学 各教科の授業時数 道 特 る111公己、

7品H数刊8tt引I 年 語国 社会 算数 理科 活生 音楽 工図 家庭 体育 徳、 活 1Iム1 

1 2721 11141 11021 681 681 I 90 34 34 

2 280 155 105 70 70 90 35 35 840 

3 1235 70 150 70 60 60 90 35 35 105 910 

4 235 85 150 90 60 60 90 35 105 945 

5 180 90 150 95 50 50 60 90 35 35 110 945 

6 175 100 150 95 501 501 551 90 笠 351110]9451

表 3 中学校における教科構成

ρブt 各教科の授業時数 道 特 選 総

年 語国 会社 学数 科理 楽音術美体保家技語外 徳 i舌 択 l[λ 1 

01 70 
1 140 105 105 105 45 45 90 70 105 35 35 ? 1980 

30 100 

50 70 
2 105 105 105 105 35 35 90 70 105 35 35 ( 1980 

85 105 

105 70 
3 105 85 105 80 35 35 90 35 105 35 35 ( 1980 

165 130 

表 4 高等学校における教科構成

教科 手ヰ 目(標準単位数)

国 壬日五口
国語表現 1(2)，国語表現TI(2)，国語総合(4)，現代
文(41，古典(4)，古典講読(2)

地理歴史
世界史A(2)，世界史B(4) 日本史A(2)，日本史B
(4)，地理A(2)，地理B(4)

公 民 現代社会(2)，倫理(2)，政治・経済(2)

数 学
数学基礎(2)，数学 1(3)，数学TI(4)，数学園(3)，数
学A(2)，数学B(2)，数学C(2)

理科基礎(2)，理科総合A(2)，理科総合B(2)，物理

理 科 1 (3)，物理Il(3)，化学 1(3)，化学II(3J，生物 1U3)， 
生物TI(3)，地学 1(3)，地学II(3) 

保健体育 体育 (7~ 8)，保健(2)

音楽 1(2)，音楽II(2)，音楽ill(2)，美術 I他人美術
→三E+王品

布"iIl (2)，美術ill(2)，工芸 1(2)，工芸II(2)，工芸皿(2)，
書道 1(2)，書道II(2)，書道ill(2)

オーラル・コミュニケーション 1(2)，オーラル・
外国語 コミュニケーション II(4)，英語 1(:3)，英語II(4)， 

リーデ、イング(4)，ライティング(4)

家 庭 家庭基礎(2)，家庭総合(4)，生活技術(4)

J情 報 情報A(2)，情報B(2)，情報C(2)
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小学校，中学校，高等学校での教科ならびに実施時間

数は表 2"-'4のように規定されている。なお，表4に規

定する高等学校については卒業に必要な単位数は74単

位以上である。なお，表中において，簡略化のため，次

の略語を用いた。図工(図画工作)，保体(保健体育)， 

技家(技術・家庭) 外語(外国語) 道徳(道徳の授業

時数)，特活(特別活動の授業時数)，選択(選択教科等

に充てる授業時数)，総合(総合的な学習の時間の授業時

数)，総時数(総授業時数)。

v. 日本における情報教育内容

中学校での技術・家庭での「情報とコンビュータ」な

らびに高等学校での「情報」について概観する。

中学校での技術・家庭での「情報とコンビュータ」で

は，次の内容が規定されている。

(1 )生活や産業の中で情報手段の果たしている役割

(2)コンビュータの基本的な構成と機能及び操作

(3)コンビュータの利用

(4)情報通信ネットワーク

(5)コンビュータを利用したマルチメディアの活用

(6)プログラムと計測・制御

この中で，項目(5)と(6)は選択内容であり，学校によっ

て履修状況が異なっている。全国的な視点から見ると，

項目(5)のマルチメデ、ィア関連内容の履修が多く，項目(6)

のプログラムならびに制御関係は少なくなっている。

一方，高等学校の学習指導内容においては，教科「情

報」が平成 15年より新たに開始され現在全国的に展

開されている。

高等学校普通科においては情報 AJ，r情報 BJ，r情

報 CJ の3科目から構成されている。教科の目標として

は情報及び情報技術を活用するための知識と技能の習

得を通して，情報に関する科学的な見方や考え方を養う

とともに，社会の中で情報及び情報技術が果たしている

役割や影響を理解させ，情報化の進展に主体的に対応で

きる能力と態度を育てる。」となっており， 基礎的な知

識と技能を習得を目指した「情報 AJ コンビュータの処

理の仕組みゃ情報技術理解を主体とした i情報 BJ，情報

社会に参画する態度を育成する「情報 CJ の構成となっ

ている。特に，情報 Aは実習の占める割合を 1/2以上

と規定して操作能力育成に力を注いでおり，科学的な理

解を主とした情報 BとCの1/3以上よりも実習時間が

多くなるようになっている。

VI. タイ王国における情報教育

タイ王国における情報教育はまだ始まったばかりであ

り， 日本と比較して一般的には格段の差がある。ただ，
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公立学校と私立学校の違いは顕著であり，一般に都市部

の私立学校は日本国内の情報環境とそれほど遜色がない。

逆に地方の山間部では電気が通っていないところもあり，

コンビュータが設置されているところはまだまだ少ない

のが現状である。タイ王国では学習指導要領に該当する

内容が概要のみであり 教科構成は初等・中等教育を通

して同じとなっている。すなわち，タイ語，数学，科学，

社会・宗教・文化保健・体育 芸術(音楽・美術・舞

踊)，職業・技術，外国語(英・日・仏・中等)，特別活

動である。これらの中で情報教育は 職業・技術で行わ

れており，実践校では文書処理ソフトウェア，表計算処

理ソフトウェア，フレゼンテーショシソフトウェアが

種々の学校で使用されている。概ね操作方法の習得を目

的としており，職業教育の一環としての教育内容になっ

ている。

なお，タイ王国での学習時間数は，前期と後期の初等

教育で各々年間約800"-'1.000時間前期中等教育で年

間約 1，000"-' 1，200時間，後期中等教育で年間 1，200時

間以上となっている。

VII. 韓国における情報教育

韓国においては， 日本と同様に国民学校では特定教科

としての情報教育は行われておらず 中学校と高等学校

で情報社会とコンビュータ」ならびに「コンビュータ

一般」等の必修の科目として情報教育が行われている。

韓国での情報教育内容は，次の構成となっている。

中学校では，情報関連の内容は次のようになっている。

「中学校 1年生」

( 1)コンビュータ構成要素

(2)コンビュータ基礎

(3)情報の創造，保存，発信

「中学校 2年生」

(1)ソフトウェア利用

(2)インターネット利用

また，中学校のコンビュータ関連の内容は，中学校 1

年から 3年までの全体として，次のようになっている。

(1 )人間とコンビュータ

(2)コンビュータ基礎 (OS)

(3)文書処理

(4)通信とインターネット

(5)マルチメディア

さらに，高等学校での情報関連の内容は，高等学校 1

年から 3年までの全体として 次のようになっている。

(1)通信とインターネット

(2)情報社会

(3)コンビュータ構成要素

(4)データ表現
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(5)OSの役割

(6)OS事例

(7)文書処理

(8)文書処理での表作成

(9)表計算処理

(10)マルチメディア

以上のように，タイ王国とは異なり，コンビュータそ

のものに加えて情報ならびに情報社会を強く意識してお

り， 日本の情報教育の考え方に近い状況になっている。

VIIL 中国における情報教育

中国(中華人民共和国)では自治区と自治区以外では

教育内容が若干異なっている。言語以外は全国的に画ー

した教育内容として構成されているが 地区言語の部分

のみ，地区での自由裁量が許されている。

新彊ウイグル自治区の小・中学校の教育課程を表 5に

全日制高等学校の教育課程を表6に示す。

表 5 新彊ウイグjレ自治区での小・中学校の教育課程

チム... 校 種 ザ品主4ーh 中 学 週間授業数

チ品ヰ4 年 2 3 4 5 6 2 3 

思想と道徳 思想与道徳 204 404 

政治 政治 2 2 2 200 

ウイグル語 推i吾 2 2 2 2 2 2 2 

識字 i只字 8 

漢文 i主文
ウ

グイ
5 4 4 3 3 

文章書写
文字 jレ 2 3 3 3 1462 500 1952 
写法 量ロ五ロ

絵本と話
看図

i見i舌

数学 数学 4 5 5 5 5 5 5 5 5 986 500 1486 

中国語 j又i吾 2 4 4 4 4 5 5 5 408 400 808 

社会 社会 2 2 2 204 

全 科
歴史 厨史 2 2 2 200 557 

国 チ品~ 地理 地理 3 2 153 

統 英
自然 自然 2 2 272 

妻買
物理 物理 2 3 164 685 

化学 化学 3 96 
の の

生物 生物 3 2 153 
授 授

体育 体育 2 2 3 3 3 2 2 2 544 200 744 
業 業

音楽 音月ミ 2 2 2 2 2 2 408 100 508 

美術 美木 2 2 2 2 2 2 402 100 508 

労働 芳劫 136 336 

労働技術 芳劫技木

2十1 

2 2 2 200 

計算機 i十算机 2 2 2 2 2 2 2 2 

週間授業数 一周i果数 23 23 26 28 28 32 32 5032 2966 7998 

職員会議 早会波

団結活動 団結活劫 204 100 

文化活動 文化活劫 4 4 3 2 2 2 2 2 578 200 778 

週間活動 週間活劫 5 5 4 3 3 3 3 3 782 300 1082 

選択授業 碇安排 2 2 2 2 100 440 

週間合計授業数 27 27 31 32 32 32 33 33 33 6154 3366 9520 

注:小学」年生の授業の中で，中国語(漢語)は 2時間，科学技術や文体活動などが 1時間，各小学校が独自に決めた選択授業が 1fi寺問となる。
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表 6 新彊ウイグル自治区での高等学校普通学科の教育課程

同回一
事女 科 高一

政治 政'ZAロ 必修 2 2 

ウイグル文章 曙文 必修 4 4 

中国語 決i吾 必修 5 5 

必修 4 4 
数学 数学

迭修

必修 2 
情報伝達技術 信息技木

法修 2 

必修 2 3 
物理 物理

遺修

必修 2 2 
化学 化学

進修

必修 3 
生物 生物

進修

必修 3 
歴史 歴史

法修

必修 3 
地理 地理

迭修

体育と健康 体育与健康 必修 2 2 

計算機 i十算机 必修 2 2 

音楽・美術 音楽、美木 必修

研究生勉強 必修 2 

労働技術活動 必修
総合実践活動

社会実践 必修

社会活動 必修

地方または学校の選択課程の活動数 2 4 

週活動合計 34 

以下に，情報専門用語についての中国語と日本語の対

応表を表7に示す。これらの中で 中国語の言葉の生い

立ち，特に情報専門用語の中のカタカナ言葉がどのよう

に発祥しているかについて特徴がある。例えば，マルチ

メディアを例に挙げると， 日本語のマルチメディアは中

国語では多媒体となり 意味そのものからコンビュータ

用語が発生していることが分かる。また，ソフトウェア

は牧fj:である，当初日本で情報教育が開始された時期に

ソフトウェアを軟物と表現したことにも類似している。

さらに，コンビュータは日本においても当初は計算機と

呼ばれており後にコンビュータの用語に変化したが，中

国においては現在は計算機の用語として流通している。

一方，当初中国から日本に言語輸入された電脳の用語は

俗称であり，中国では計算機の用語が教育課程で用いら

れている。
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E 

2 

4 

5 

4 

2 

3 

2 

3 

2 

2 

2 

2 

34 

間国1二二

週時数 総授業時数
E E E 

2 2 2 2 6.0 192 

4 4 4 4 12.0 384 

5 5 5 5 15.0 480 

4 
12.0 384 

4 4 4 

4.0 -8.0 140 -244 
2 4 

3 
5.0 - 10.5 175 -332 

2 4 

2 
4.0 -9.5 140 -296 

2 4 

3 
3.0 -6.0 105 - 183 

3 

3.0 -8.0 105 -253 
3 

3.0 -7.0 105 -218 
3 

2 2 2 2 6.0 192 

2 2 2 2 6.0 192 

3.0 96 

2 6.0 192 

毎学年 1週(個人またはグループ学習)

毎学年 1週(個人またはグループ学習)

通常授業外の校外時間の計画

10 8 3 6.0 - 16.0 183-470 

34 

表 7 中国語と日本語の情報用語比較

日 本語 中国語

機器 机器

利用 利用

種類 干中美

調査 調査

購入 采胸

収集 牧集

処理 処理

発信 友信

分野(領域) 領域

家庭 家庭

利点 佐，点

判断 判断
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女rl~生む、河メ口合、 をr;f;三l口k 大切 最后一幕

伝達 イ寺j左 場合 場合

手段 手段 書く 写在

快適 告f活 取消 取消

変更 変更 形式 形式

個人 十人 加工 加工

管理 管理 都合 'fLtZ」、ノ:H、1 

変化 変化 違反 述反

信号 信号 発達 投法

変換 変換 豊か 半ILI~

入力 輸入 反面 見ー面

印刷物 印刷物 発生 友J主

編集 編輯 犯罪 犯罪

開発 升:友 低下 降低

位置 位置 起こす 弄(引)起

区切 段落 正しく 改正

修正 修正 収集 集緊

移動 移功 目的 目的

理解 理解 物 4~西

解決 解決 考慮 考忠

選ぶ 迭 次 下面

計画 1:十支1] 全体 本来

処理 処理 出力 輸出

検索 拾索 記録 ~J* 
通信網 通i民同 図や絵 同和n函IJL
接続 連接 受身 受身体

巨大 巨大 歴史 かj史

記憶 L己ι 情報倫理 信，目、{合理

演算 j寅算 同時 [日!日す

制御 控制 社会 社会

本体 実体 方法 方法

構成 拘成 保存 保存

内部 内部 百τ...で円士三 下、I円L口u二

使用 使用 組み合わせ m合

専用 寺用 現象 匝影

応用 !主用 相手 ;Z>j手

装置 装置 形式 形式

手順 次序 取り込み Lt~$由的演民包含f巨内

情報 信息 実際 !突いj;

貼付 りQr~ 現代 JY~代

案内 向弓 構成 件j成

背景 背景 成果 成果

秘密 秘密 印刷 印刷

検索 険索 見通 瞭望

侵害 侵害 決断 決断

分類項目 分実項目 著作権法 著作収it

選択 迭拝 ~同旦文E京~ 主婦5
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イメージスキャナ 形象主1描伏

情報犯罪 信息犯罪

データベース 数据庫

ソフトウェア 軟イヰ

キーボード 健盈

注意点 注意点

ディジタル 数回

アナログ 摸十以

信号 信号

ビット 存儲単元

バイト 比特

変換 変換

リーダーシップ 続率力

指導力 指与力

教員研修 教員道修

研修 道修

教育公務員特例 教育公努民特例

義務 J之条

機会 机会

保障 保障

制定 定

自主研修 自主吐修

行政研修 行政道修

分担 能分升二

自己研修 自我i差修

校内研修 校内道修

各種 各科

研究団体 研究団体

サークル IJ\~旦

都道府県 都道府基

実施 実施

養成 培非

教育課程 教育課程

伝達 イ寺j本

市販 市販

オペレーティングシステム 操作系統

スイッチ JT夫

図鑑 困!築

簡単 筒単

機能 机能

図 閤

絵 画JL

媒体 媒体

マルチメディア 多媒体

倫理 {合理

責任 責任

整備 整各

No.2 (2005) 

職能 ~条能力

応じた 庇対

専門的 与~的

情報産業 {言，巴、商~

区.おわりに

情報教育を対象として，諸外国の教育内容を比較した。

特に，義務教育としての教育課程の各国での違いを調べ，

日本の教育内容の枠組みを概観した。また，情報教育に

ついて，タイ王国，韓国，中国， 日本での教育内容を比

較し韓国と日本がほぼ同じ範時での教育内容構成に

なっていること，タイ王国では学習指導要領が概念的過

ぎて地区によって教育内容に格段の格差があること，中

国ではコンビュータ教育を主体としており，情報環境の

理解を想定とした教育内容には至っていないことを明ら

かにした。詳細なカリキュラム比較については，中国と

日本の教科書を比較して 情報教育の違いを今後検討す

る予定である。
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